
平 成 2  3  年 度 予 算 案 概 要

厚 生 労 働 省



（22年度当初予算額） （23年度予算案） （対22年度増額）

27兆5,561億円 28兆9,638億円 （＋1兆4,077億円）

（単位：億円）

2［計数整理の結果、異動を生ずることがある。］

平成23年度厚生労働省予算案（一般会計）の全体像

一般会計

区 分

平成２２年度

予 算 額

（Ａ）

平成２３年度

予 算 案

（Ｂ）

増 △ 減 額

（Ｃ）

(（Ｂ）－（Ａ）)

増 △ 減 率

（Ｃ）／（Ａ）

一 般 会 計 ２７５，５６１ ２８９，６３８ １４，０７７ ５．１％

社会保障関係費 ２７０，７９３ ２８５，１５３ １４，３６０ ５．３％

科学技術振興費 １，１２５ １，０９０ △３５ △３．１％

その他の経費 ３，６４３ ３，３９６ △２４７ △６．８％



平成２３年度 厚生労働省一般会計予算案
社会保障関係費の内訳

（単位：億円）

3
［計数整理の結果、異動を生ずることがある。］

平成２２年度
予 算 額

（Ａ）

平成２３年度
予 算 案

（Ｂ）

増 △ 減 額
（Ｃ）

（（Ｂ）－（Ａ））

増 △ 減 率
（Ｃ）／（Ａ）

社会保障関係費 ２７０，７９３ ２８５，１５３ １４，３６０ ５．３％

年 金 １０１，３５４ １０３，８４７ ２，４９３ ２．５％

医 療 ９４，５９４ ９９，２５０ ４，６５５ ４．９％

介 護 ２０，８０３ ２２，０３７ １，２３３ ５．９％

福 祉 等 ５０，７８０ ５７，４７３ ６，６９３ １３．２％

雇 用 ３，２６２ ２，５４７ △７１５ △２１．９％

医療
99,250億円

34.8%

介護
22,037億円

 7.7%

福祉等
57,473億円

20.2%

雇用
2,547億円

0.9%

年金
103,847億円

36.4%
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特別会計

区 分

平成22年度

予 算 額

（Ａ）

平成23年度

予 算 額

（Ｂ）

増△減額
（Ｃ）

（（Ｂ）－（Ａ））

増△減率
（Ｃ）／（Ａ）

特 別 会 計 ８４２，６９３ ８３８，５６３ △４，１３０ △０．５％

労働保険

特別会計
５３，０７８ ４２，５６９ △１０，５０９ △１９．８％

年金特別会計 ７８９，６１５ ７９５，９９４ ６，３７８ ０．８％

［計数整理の結果、異動を生ずることがある。］

（単位：億円）



【子ども手当の充実】 【２兆７７億円】

○子ども手当に関しては、所要額を平成23年度予算に計上するとともに、平成23年度分の支給のための所要の

法律案を平成23年通常国会に提出（給付費分１兆9,479億円、事務費分99億円、現物サービス分500億円）

（注）給付費総額 2兆9,356億円

○現金給付に関しては、

① ３歳未満の子ども一人につき月額20,000円を、３歳以上中学校修了までの子ども一人につき月額13,000

円を支給

② 子ども手当の一部として、児童手当法に基づく児童手当を支給する仕組みとし、児童手当分については、

児童手当法の規定に基づき、国、地方、事業主が費用を負担

③ ②以外の費用については、全額を国庫が負担

○地方が地方独自の子育て支援サービス（現物サービス）や待機児童対策（最低基準を満たす認可外保育施設

への支援等）を新たに実施するために使えるよう、次世代育成支援対策交付金を改組し、新たな交付金を設

ける（500億円）

（注）保育料を子ども手当から直接徴収できるようにする。また、学校給食費については本人の同意により子ども手当から納付

することができる仕組みとし、実効性が上がるような取組を行う。
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平成23年度厚生労働省予算案に盛り込んだ主な施策

（注）子ども・子育て支援の予算の全体像については、別紙１（p.13）を参照

子ども・子育て支援



【待機児童ゼロ特命チーム】

○待機児童解消策の推進など保育サービスの充実 【総額２００億円程度】

・平成22年11月29日に取りまとめられた「待機児童ゼロ特命チーム」の「国と自治体が一体的に取り組む待機児童解消「先取
り」プロジェクト」を推進するため、現物サービスを拡大するための新たな交付金（再掲、新規500億円）のうち100億円程

度を充てるとともに、平成22年度補正予算で1,000億円を追加した「安心こども基金」（平成23年度末までカバー、都道府

県に設置）から100億円程度を施設整備等に充てることにより、平成23年度は計200億円程度を措置する。

【不妊に悩む方への特定治療支援事業】【特別枠】

○不妊に悩む方への治療費助成を充実 【９５億円】
・医療保険が適用されず、高額の治療費がかかる配偶者間の不妊治療に要する費用の一部を助成する。

・従来１回あたり15万円を年２回、通算５年→１回あたり15万円、１年目は年３回までに対象回数を拡大する（２年目以降年

２回まで、通算５年、通算10回を超えない。）。

【育児休業、短時間勤務等を利用しやすい職場環境の整備】

○「仕事と家庭の両立実現化プログラム」の実施 【９７億円】
・代替要員の配置等の雇用管理改善に向けたアドバイスを行う「両立支援アドバイザー（仮称）」（新規）を、都道府県労働

局に配置（107人）する。

・両立支援に取り組む事業主に対し、中小企業に重点を置いて助成金を支給する。

・「イクメンプロジェクト」の実施により、男性の育児休業取得を促進する社会的な気運を醸成する。
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（参考）【平成22年度補正予算】
○保育サービス等の基盤の整備と児童虐待の防止等 【968億円】

「安心こども基金」を積み増し、平成23年度末まで延長した上で、保育サービス等の充実（保育所等について年間5万人
の受入れ定員増等）、すべての家庭を対象とした地域子育て支援の充実、児童虐待防止対策の強化等を推進する。

○妊婦健診に対する公費助成の継続 【111億円】
平成23年度も妊婦が必要な回数（14回程度）の健診が受けられるよう支援。



【求職者支援制度の創設】

○無料の職業訓練及び訓練期間中の生活支援のための給付を行う制度（求職者支援制度）を創設・恒久化し、

成長力を支えるトランポリン型社会を構築 【７７５億円】
・雇用保険（失業給付）を受給できない方々に、無料の職業訓練と訓練期間中の生活支援のための給付（10万円/月）を支給

する。
・ハローワークにおいて、訓練終了後の就職の実現に向けて、きめ細かな支援が必要と判断される方への担当者制によるマン

ツーマン支援を実施する。

【雇用保険の機能強化】

○基本手当の充実と早期再就職のインセンティブの強化 【２，１４７億円】
・基本手当の日額の上下限等を引き上げる。（例 現行の下限 1,600円 → 1,856円）

・再就職手当の給付率を引き上げる。
（例 支給残日数2/3以上の給付率：現行［法律本則30％、暫定措置50％］→60％に引き上げた上で恒久化）

【最低賃金の引上げに向けた中小企業への支援事業】【特別枠】

○最低賃金800円の実現に向けたワン・ストップ相談窓口の設置・助成金制度の創設 【５０億円】

・賃金引上げに取り組む中小企業の経営面と労働面の相談等にワン・ストップで対応する相談窓口を全国(167箇所)に設置する。
・最低賃金引上げの影響が大きい13業界の全国規模の業界団体が、賃金底上げを図るための取組を行う場合に助成（上限2,000

万円、15団体）を行う。

・最低賃金700円以下の地域の中小企業が、賃金を計画的に800円以上に引き上げ、労働能率の増進に資する設備導入等を行う

場合に助成（助成率 1/2）を行う（※）。
※ 対象：地域別最低賃金700円以下の34道県、約7,500企業

支給要件：１年当たり40円以上の賃金引上げなど
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雇用・労働

（参考）【平成22年度補正予算】
○緊急人材育成支援事業の延長 【1,000億円】

雇用保険を受給できない方々に、無料の職業訓練及び訓練期間中の生活給付を行う「緊急人材育成支援事業」について、
「求職者支援制度」の制度化までの間延長する。

（参考）平成23年度予算案における労働保険の保険給付等
○失業等給付費として、2兆298億円（昨年度は2兆6,790億円）を計上。
○労働者災害補償保険法に基づく業務災害及び通勤災害を受けた労働者に対する保険給付等として9,034億円（昨年度は

9,094億円）を計上。

（注）雇用・労働の予算の全体像については、別紙２（p.14）を参照



【年金給付費国庫負担金】

○平成23年度における基礎年金国庫負担割合について、2分の1を維持 【１０兆３，７５５億円】

【年金記録に関する紙台帳とコンピュータ記録との突合せ】

○年金記録に関する紙台帳とコンピュータ記録との突合せを促進 【７３６億円】
・被保険者名簿等の紙台帳等とコンピュータ上の年金記録について、高齢の年金受給者等の記録から突合せを進めていく。
（全体の約3割）

【新たな年金制度の創設に向けた検討】

○新たな年金制度の創設に向けた検討のため、国民各層の方々との対話、意見聴取等を実施 【１．１億円】 8

年金

【若年者の就職促進、自立支援対策】

○新卒者、既卒者の就職支援 【１１０億円】
・新卒者・既卒者専門の「新卒応援ハローワーク」の周知を進め、一層の活用促進を図る。また、平成22年度に「経済危機

対応・地域活性化予備費」や補正予算により倍増配置（928人→2,003人）した「学卒ジョブサポーター」による高校・大
学等と一体となった就職支援や中小企業とのマッチング等を進めることにより、新卒者・既卒者の就職を支援する。

【雇用のセーフティネット機能の強化・成長分野を支える人材の育成のための職業訓練の充実強化】

○人材ニーズを踏まえ、成長分野における職業訓練を推進 【３１７億円】
・国や各地域に、関係機関による協議の場を設定し、そこでの協議を経て、人材ニーズを踏まえた訓練計画等を毎年取りま

とめる仕組みを創設する。
・大学・短大等の学校教育機関を含む多様な訓練機関を活用し、成長分野における職業訓練を推進する。

（参考）【平成22年度経済危機対応・地域活性化予備費、平成22年度補正予算】
○ 新卒者就職実現プロジェクト 【予備費120億円、補正予算495億円】

・「経済危機対応・地域活性化予備費」において「３年以内既卒者（新卒扱い）採用拡大奨励金」・「３年以内既卒者
トライアル雇用奨励金」（「新卒者就職実現プロジェクト」）を創設し、補正予算において積み増しし、平成２３年
度末まで延長。

・補正予算において「既卒者育成支援奨励金」を創設し、長期の育成支援が必要な方を支援。

＜各奨励金の具体的な内容＞
・３年以内既卒者（新卒扱い）採用拡大奨励金：正規雇用から６か月後に100万円
・３年以内既卒者トライアル雇用奨励金：有期雇用（原則３か月）１人月10万円、正規雇用から３か月後に50万円
・既卒者育成支援奨励金：有期雇用（原則６か月）１人月10万円、そのうちOff-JT期間（３か月）は各月５万円を上限

に実費を上乗せ、正規雇用から３か月後に50万円



【地域医療支援センター運営経費】【特別枠】

○医師の地域偏在を是正するため、地域医療支援センターを設置する都道府県を支援 【５．５億円】

・地域医療に従事する医師のキャリア形成の支援と一体的に医師不足病院への医師の配置等を行うため、都道府県（※）が実施
する「地域医療支援センター」の運営について財政支援を行い、各都道府県の医師確保対策の取組を支援する。

※平成23年度は、先行的に、県内医師の地域偏在が大きい、へき地、無医地区が多い等の15の都道府県で実施予定。

【がん対策の総合的かつ計画的な推進】【一部特別枠】

○働き盛り世代のがん予防対策など、がん対策の強化・拡充 【３４３億円】
・新たに、大腸がん検診について、働き盛りの世代（40歳、45歳、50歳、55歳、60歳）が無料で検診を受けることができるよ

うにするとともに、女性特有のがん（乳がん、子宮頸がん）検診推進事業を継続し、市町村のがん検診体制を整備する。

・加えて、がん診療拠点病院の機能強化や、総合的な相談支援体制の整備などを図り、がん対策を総合的に強化する。

【国民の安心を守る肝炎対策の強化】【一部特別枠】

○医療費助成や検査の個別勧奨などによる肝炎対策の強化 【２３８億円】
・国内最大級の感染症であるＢ型肝炎及びＣ型肝炎について、引き続き医療費助成を行うとともに、４０歳以上の５歳刻みの

方への肝炎ウイルス検査受検に関する自己負担の軽減が可能な個別勧奨メニューの追加、適切な治療へつなげるための人材

養成など、早期発見・早期治療のための各種施策を強化する。

【ＨＴＬＶ－１対策の強化】
○ＨＴＬＶ－１関連疾患に関する研究の推進 【１０億円】

・ＨＴＬＶ－１（ヒトＴ細胞白血病ウイルス１型）への感染対策と、これにより発症するＡＴＬ（成人Ｔ細胞白血病）やＨＡ
Ｍ（ＨＴＬＶ－１関連脊髄症）の診断・治療法等に関する研究を、感染症・がん・難病・母子保健対策の連携により、総合

的に推進するため、ＨＴＬＶ－１関連疾患研究領域を創設し、研究費の拡充を図る。 9

（参考）【平成22年度補正予算】
○都道府県を単位とした高度・専門医療、救急医療等の整備・拡充等 【2,100億円】

都道府県に設置されている「地域医療再生基金」を拡充し、高度・専門医療や救命救急センターなど都道府県（三次医
療圏）の広域的な医療提供体制を整備・拡充する。

医療・健康

（参考）【平成22年度補正予算】
○子宮頸がん等のワクチン接種の促進 【1,085億円】

都道府県に基金を設置し、市町村における子宮頸がん予防ワクチンの接種事業に対する財政支援を行い、既存事業の検診
と併せ、子宮頸がん予防対策を万全なものとする。



【健康長寿社会実現のためのライフ・イノベーションプロジェクトの推進】【特別枠】（新規）
【１３１億円】

○難病・がん等の疾患分野の医療の実用化研究事業 【５７億円】
・難病やがん等の疾病の原因解明や診断法・治療法・予防法の開発、再生医療技術の臨床実現化のための研究等を推進する。

※難病に関する研究は、既存の事業とあわせて100億円（うち特別枠20億円）

○日本発のがんワクチン療法による革新的がん治療の開発研究事業 【１３億円（再掲）】
・がん患者が仕事とがん治療を両立できるような日常生活の質の向上に資する新たな治療法として、日本発のがんワクチン

療法の実用化に向けた臨床開発研究を強力に推進する。

○世界に先駆けた革新的新薬・医療機器創出のための臨床試験拠点整備事業 【３３億円（一部再掲）】
・ヒトに初めて新規薬物・機器を投与・使用する臨床試験等の実施拠点を整備するため、対象医療機関における人材の確保、

診断機器の整備等に係る財政支援を行う。（がん等の重点疾患分野ごとに拠点を選定し、計５箇所を整備する予定。）

○先端医療技術等の開発・研究推進事業（国立高度専門医療研究センター） 【４３億円】
・国立高度専門医療研究センターの豊富な症例数、専門性等を活かし、バイオリソース（血液等の生体試料）等の蓄積、先

端医療技術等の開発を進めるとともに、知的財産管理のための人材確保を行う。

○日本発シーズの実用化に向けた医薬品・医療機器薬事戦略相談推進事業 【９９百万円】
・日本発シーズ（医薬品・医療機器の候補となる物質・技術等）の実用化に向けて、産学官からなる懇談会を設置し、相談

対象範囲の選定等を検討した上で、大学・ベンチャー等を対象に、治験に至るまでに必要な試験や有効性・安全性の評価

法等にかかる実質的・実務的な相談（薬事戦略相談）に応じる。

○医療情報データベース基盤整備事業 【３．７億円】
・全国の大学病院等５箇所に1,000万人規模のデータを収集するための医療情報データベースを構築するとともに、独立行政

法人医薬品医療機器総合機構に情報分析システムを構築し、医薬品等の安全対策を推進する。
※基盤整備に必要な経費の１／２を国が負担し、残りの１／２は（独）医薬品医療機器総合機構が負担

○福祉用具・介護ロボット実用化支援事業 【８３百万円】
・福祉用具や介護ロボット等の実用化を支援するため、試作段階にある当該機器等を対象として、臨床的評価や介護保険施

設等におけるモニター調査等を実施する。
10



【障害者の地域移行・地域生活支援のための緊急体制整備事業】 【特別枠】 【１００億円】
○障害があっても自ら選んだ地域で暮らしていけるよう、施設や病院からの地域移行や地域生活の支援を充実するた

め、①地域での安心生活を支援する事業、②在宅の精神障害者へのアウトリーチ（訪問支援）事業、③地域で暮ら
す場の整備事業を、緊急的かつ総合的に行うこととし、これらの事業に係る経費を支援

① 地域移行のための安心生活支援（新規）【１０億円】
市町村で障害者が地域で安心して暮らすための地域支援策を盛り込んだプランを作成し、それに基づき、夜間も含めた緊

急対応や緊急一時的な宿泊等の事業を面的に一体的に行う体制を整備するとともに、移動支援やコミュニケーション支援
等、地域での活動支援を更に必要とする場合には、その経費を重点的に支援する。（100箇所）

② 精神障害者アウトリーチ（訪問支援）推進事業（新規）【７億円】
未治療者、治療中断者などの在宅の精神障害者に対し、アウトリーチ（訪問支援）により、医療・保健・福祉サービスを

包括的に提供し、丁寧な支援を行うため、多職種チームによる訪問活動等を実施する。（25か所（定額補助））

③ 地域で暮らす場の整備促進【８３億円】
障害者の地域移行支援の核となる、グループホーム（都道府県の障害福祉計画の目標8.3万人を達成）の地域で暮らす「住

まいの場」の整備、就労支援等の「日中活動の場」の整備など、障害者が地域で暮らす場等を確保する。

11

障害者支援

（参考）【平成22年度補正予算】
○ 障害者自立支援対策臨時特例基金の積み増し 【39億円】

施設サービスの昼夜分離や就労支援の充実等の新体系サービスへの移行に必要となる施設改修や設備の充実を推進するとともに、
発達障害者に対する情報支援機器や障害者のための自立支援機器の開発・普及を促進するため、基金の積み増しを行う。

【地域包括ケアの推進】
○24時間対応の定期巡回・随時対応サービス等の推進【特別枠】【新規】 【２７億円】

・24時間対応の定期巡回・随時対応サービスを60か所で実施する等

○介護職員等によるたんの吸引等の実施のための研修事業の実施【新規】 【９．４億円】

・特別養護老人ホーム、障害者（児）施設や在宅等において、適切にたんの吸引等を行うことができる介護職員等の各都道府

県における養成を支援する。

介護

（参考）【平成22年度補正予算】
○地域の日常的な支え合い活動の体制づくり 【200億円】

ＮＰＯ法人、福祉サービス事業者等の協働による、見守り活動チーム等の人材育成、家族介護者支援、地域資源を活用
した徘徊SOS等のネットワークの整備等の実施



【被保護者の社会的な居場所づくりの支援】
○NPO、企業、市民等と行政とが協働する「新しい公共」により、社会から孤立しがちな生活保護受給者への

様々な社会経験の機会の提供や、貧困の連鎖を防止するために生活保護世帯の子どもへの学習支援を行うな

ど、生活保護受給者の社会的自立を支援する取組を推進

【セーフティネット支援対策等事業費補助金（200億円）の内数】
（例）・農作業やものづくりなどの就労体験を行う事業を民間企業に委託

・公園の緑化や清掃活動などの社会参加事業を財団・社会福祉法人に委託
・生活保護世帯の子どもに対して学ぶ意欲や勉強を教える学習支援事業をNPO法人に委託

【生活保護に係る国庫負担】

○生活保護を必要としている方について適切に保護を行う 【２兆５，６７６億円】

【自殺・うつ病対策の推進】

○未治療者、治療中断者などの在宅の精神障害者へのアウトリーチ（訪問支援）を実施するとともに、うつ病

の治療において有効性が認められている認知行動療法の普及などの取組を推進 【４９億円】
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福祉一般・生活保護

（参考）【平成22年度補正予算】
○貧困・困窮者の「絆」再生事業の実施【特別枠】 【100億円】
○生活福祉資金貸付の事業の実施に必要な体制整備【特別枠】 【500億円】
○「『住まい対策』の拡充」の延長（制度見直し）

【平和を祈念するための硫黄島特別対策事業】【特別枠】

○国内最多数の御遺骨が眠る硫黄島において、政府一体となって御遺骨の帰還や戦没者の慰霊を推進

【１２億円】

（参考）【平成２２年度補正予算】
○遺骨帰還事業の推進 【一部特別枠】 【6.4億円】

戦没者遺族等の援護

（参考）【平成22年度補正予算】
○うつ病に対する医療等の支援体制の強化 【7.6億円】



総合的な子ども・子育て支援の推進（平成２３年度予算案等での対応）

【妊娠期・出産】 【乳幼児期】 【学童期】

○妊婦健康診査支援基金の積み増
し・延長

【111億円（平成22年度補正予算）】

妊婦が必要な回数（14回程度）の
健診が受けられるよう支援

○待機児童解消策の推進
【 4,100億円（平成23年度予算案）】

・保育所等の受入児童数（毎年約５万人）の拡大
・待機児童ゼロ特命チームの「国と自治体が一体

的に取り組む待機児童解消「先取り」プロジェ
クト」の具体的施策の実施(総額200億円程度)

※新たな交付金（500億円）と安心こども基金（968億円）
により各々100億円程度を実施

○放課後児童対策の充実

【308億円（平成23年度予算案）】

・放課後子どもプランの着実な推進

・放課後児童クラブの箇所数の増

（24,872→25,591か所）や開設時間の延長

○不妊治療への支援
【95億円（平成23年度予算案）】

配偶者間の不妊治療に要する費用
の一部を助成（1回15万、1年目は
年3回まで対象回数を拡大（通算5
年まで、通算10回を超えない））

○小児の慢性疾患等への支援 【161億円（平成23年度予算案）】

○周産期医療体制の充実
【71億円（平成23年度予算案）】

総合周産期母子医療センターや地
域周産期母子医療センターのMFICU
（母体・胎児集中治療室）、NICU（新

生児集中治療室）等への財政支援

○子宮頸がん等のワクチン接種の促進 【1,085億円（平成22年度補正予算）】

・地方自治体における子宮頸がん予防ワクチン・ヒブ（ヘモフィルスインフルエンザ菌ｂ型）ワクチ
ン・小児用肺炎球菌ワクチンの接種事業に対する財政支援（都道府県に基金を設置）

○安心こども基金の積み増し・延長 【968億円（平成22年度補正予算）】

・保育所の整備等
・地域の創意工夫による地域の子育て力を育む取組や体制整備
・子どもの安全確認の強化のための補助職員の雇い上げなどの児童虐待防止対策の強化を推進

○ひとり親家庭の総合的な自立支援の推進 【1,887億円（平成23年度予算案）】

次代の社会を担う子どもの健やかな育ちを社会全体で支援するため、子ども・子育てビジョン（平成22年１月29日閣議決定）
を踏まえ、平成23年度予算案等において、妊娠期・出産等の保健医療、子ども手当の支給、待機児童解消策の推進や仕事と子育
ての両立支援など子育てに係る支援策を充実させることを通じて、総合的な子ども・子育て支援を推進する。

○児童虐待への対応など要保護児童対策 【915億円（平成23年度予算案）】

・こんにちは赤ちゃん事業や施設におけるケア単位の小規模化等を推進

○育児休業、短時間勤務等を利用しやすい職場環境の整備 【97億円（平成23年度予算案）】

新規

拡充 拡充

継続

継続

拡充拡充

継続

継続

継続

○子ども手当の上積み 【2兆77億円（平成23年度予算案）】

・３歳未満の子どもに、子ども手当を２万円に上積みして支給
（引き続き、中学校修了前の子どもに、１万３千円の子ども手当てを支給）
・自治体が現物サービス充実のために使える新たな交付金制度を創設（500億円）

拡充

別紙１

継続
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○出産に関わる経済的負担の軽減
【92億円（平成23年度予算案）】

出産育児一時金を42万円支給し、
妊産婦の経済的負担を軽減
※このほか、妊婦健診について、14回分の
事業の公費負担に係る積算額は、１人あ
たり12万円程度(地方財政措置分を含む)

継続



雇用を
「守る」

雇用を
「創る」

雇用を
「つなぐ」

厳しい経済環境下における雇用・労働政策の推進（平成２３年度予算案等での対応）

現下の雇用情勢に適切に対応するため、「雇用戦略・基本方針２０１１」を踏まえ、新成長戦略の「ステップ２」を着実に
実施し、加えて「ステップ３」として、本格的な「雇用・人材戦略」の推進を図る。具体的には、平成２３年度予算案等にお
いて、求職者支援制度の創設、新卒者等への就職支援、雇用保険の機能強化や最低賃金の引上げに向けた取組など雇用・労働
に係る支援策を充実させ、総合的な雇用・労働政策を推進する。

○雇用保険の機能強化 ※拡充効果383億円 【2,147億円（失業等給付費 2兆298億円）】
・基本手当の日額の上下限等を引き上げる。（例 現行の下限 1,600円 → 1,856円）
・再就職手当の給付率を引き上げる。（例 支給残日数2/3以上の給付率：現行（法律本則30%、暫定措置50%） → 60％に引き上げた上で恒久化）

拡充

○労働者のメンタルヘルス対策の推進 【36億円】継続

○雇用調整助成金 【3,927億円】

企業の雇用維持を支援する雇用調整助成金及び中小企業
緊急雇用安定助成金を支給

○障害者に対する就労支援
【２３３億円】

○ジョブカード制度の推進
【107億円】

○女性の就業希望等の実現
【125億円】

○高年齢者雇用対策
【303億円】

継続

○最低賃金の引上げに向けた中小企業への支援 【50億円】

・賃金引上げに取り組む中小企業の経営面と労働面の相談等にワンストップで対応する相談窓口を全国（167箇所）に設置
・最低賃金引上げの影響が大きい13業界の全国規模の業界団体が、賃金底上げを図るための取組を行う場合に助成（上限2,000万円、15団体）
・最低賃金700円以下の地域の中小企業が、賃金を計画的に800円以上に引き上げ、労働能率の増進に資する設備導入等を行う場合に助成（助成率1/2）

新規

○重点分野雇用創造事業の拡充 【予備費、補正：各1,000億円】

介護等の成長分野における雇用創出・人材育成の取組を平
成23年度まで延長

○成長分野等人材育成支援事業の創設 【補正：500億円】
健康、環境分野や関連するものづくり分野に、労働者を雇い入れ又は異分野か

らの配置転換を行った事業主が訓練を実施する場合の実費を支援（上限２０万円）

○新卒者、既卒者の就職支援 【110億円】
・ﾊﾛｰﾜｰｸに学卒ｼﾞｮﾌﾞｻﾎﾟｰﾀｰを配置
・大学との連携を強化し、求人の確保等就職面接会の開催への
協力等を推進

・「新卒応援ﾊﾛｰﾜｰｸ」や「新卒者就職応援本部（ﾊﾛｰﾜｰｸ、地公
体、労働界、学校等により構成）」の活用を促進

○求職者支援制度の創設
【775億円】

雇用保険を受給できない方々に対
し、無料の職業訓練、訓練期間中の
生活支援のための給付を行う制度を
恒久化

新規 ○パーソナル・サポート・モデル
プロジェクトの実施

【3.9億円】
パーソナルサポートサービスのモデ

ル事業を行っている自治体に、職業相
談・職業紹介を行う就職支援ナビゲー
ター（80人）を配置

○新卒者就職実現プロジェクト
【予備費：120億円、補正：495億円】

「3年以内既卒者（新卒扱い）採用拡大奨励金」、「3年以内既卒
者トライアル雇用奨励金」を創設し（予備費）、平成23年度末まで
延長（補正予算） 、「既卒者育成支援奨励金」を創設（補正予算）

○緊急人材育成支援事業の延長
【補正：1,000億円】

「緊急人材育成支援事業」を「求職
者支援制度」の制度化までの間延長

○パーソナル・サポート・モデル
プロジェクトの実施【予備費：29億円】

パーソナルサポートサービスをモデル
事業として実施

○雇用調整助成金の要件緩和 【補正：制度見直し】

急激な円高の影響により、生産量等の回復が遅れている事業所に対して支給要件を緩和

継続

継続

継続

別紙２

継続

○雇用のセーフティネット機能の強化・成長分野を支える人材の育成のための職業訓練の充実強化 【317億円】
大学・短大等の学校教育機関を含む多様な訓練機関を活用し、成長分野における職業訓練を推進

（注） 「実線の枠囲い」は、平成23年度予算案の事業。「点線の枠囲い」は、平成22年度の「経済危機対応・地域活性化予備費」又は平成22年度補正予算において措置済のもの。

継続

継続継続
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事 項
平成２３年度

予算案
（億円）

備考

新卒者就職実現プロジェクト
（120億円）

（495億円）

・平成22年度経済危機対応・地域活性化予備
費「新卒者就職実現プロジェクト」
・平成22年度補正予算「新卒者就職実現プロ
ジェクトの拡充」

地域医療確保推進事業 １９

障害者の地域移行・地域生活支援のための緊急体制整備事業 １００

２４時間地域巡回型訪問サービス・家族介護者支援（レスパイトケア）等推進事業 ２７

認知症高齢者グループホーム等防災補強等支援事業 （302億円）
平成22年度補正予算「認知症高齢者グループ
ホーム等防災改修等支援」事業の一部

徘徊・見守りＳＯＳネットワーク構築事業 （200億円）
平成22年度補正予算「地域支え合い体制づく
り」事業の一部

最低賃金引上げに向けた中小企業への支援事業 ５０

貧困・困窮者の「絆」再生事業 （100億円）
平成22年度補正予算「貧困・困窮者の「絆」再
生事業」

生活・居住セーフティネット支援事業 （500億円）
平成22年度補正予算「生活福祉資金貸付事業
の実施に必要な体制整備」事業の一部

子宮頸がん予防対策強化事業 （1,085億円）
平成22年度補正予算「子宮頸がん等のワクチン
接種の促進」事業の一部

働く世代への大腸がん検診推進事業 ４１

国民の安心を守る肝炎対策強化推進事業 ３５

不妊に悩む方への特定治療支援事業 ９５

健康長寿社会実現のためのライフ・イノベーションプロジェクト １３１

平和を祈念するための硫黄島特別対策事業
１２

（6.4億円）
平成22年度補正予算「遺骨帰還事業の推進」
事業の一部
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（参考）「元気な日本復活特別枠」の要望
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